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東大出版会、1977 年 3 月を若い仲間と輪読することになった。本が出て間もなくの頃だったと
思う。当時木材や牛肉などの流通・価格問題に取り組んでいた私にとって全く別分野であった。
不勉強でそれまで浜田氏の名前を聞いたこともなかった。読んでみると、Ronald Coase, “The 




た Readings in Price Theory, edited by K. Boulding and J. Stigler のなかの 1章に、R. Coase, 













元に戻って、コースのノーベル経済賞の受賞は 1991 年で、我が国において 1970 年代の終わ
り頃、彼の名前はそれほど知られていなかった。浜田氏はそれよりだいぶ前、1965 年にイエー
ル大学で資本の国際移動をテーマにドクターを取得した金融の専門家だったのだが、私は知ら

























 序章「教え子、日銀総裁への公開書簡」；第一章「経済学 200 年の常識を無視する国」；第二
章「日銀と財務省のための経済政策」；第三章「天才経済学者たちが語る日本経済」；第四章「そ















































－ 4 － 
のではないか、より具体的には 2012 年の夏から秋にかけて 1米ドル 76-7 円；1ユーロ 97-8 円
に近づいた全面的な「円高」を、せめて 5％、あるいは 10％程度引き下げることは、不可能で
はないのではあるまいかと感じていた（現時点、2013 年 1 月下旬現在そうなったからというわ
けでなく）。浜田氏は本書の随所で「デフレ」（物価の下落の意味で）の害を繰り返されている
が、2010 年 1 月に対米ドル 91.2 円から 2012 年 7-10 月の 78-79 円まで円が 15％前後高騰した



















た B. ノードハウス、これまた世界で最も人気のある教科書の著者である G. マンキュー、国
際金融の大御所 R. クーパー、投資理論、生産性分析の大家である D. ジョルゲンソン、モディ
















る経済統計（『週刊東洋経済』臨時増刊、各年版）を見ると、昭和 30 年から 45 年まで民間設備
投資は（33・37 年度の 2 回の景気後退期を除いて）年率ほぼ 20-25％で増加したが、食料品を



















図 1 各国実質 GDP の推移 































図 2 世界の中央銀行のバランスシート 









Harrod, “Price and Cost in Entrepreneurs’ Policy,”1939; Hall and Hitch, “Price Theory and 
Business Behaviour,” 1939; Machlup, “Marginal Analysis and Empirical Research,” 1946；







を列記した（『ゼロ金利の経済学』を読んで、社研月報、2000 年 10 月）。クルーグマンのイン












研月報、2004 年 11 月）。 
「物価」は難しい。PC やテレビなどは年々性能が向上し、価格は安くなっている。他方タ













































ず、我が国経済は従来の成長路線に戻ることはなかった。昭和 30 年代から 40 年代半ばにかけ
て、私は大川一司教授の主催する農業経済関係の研究グループに属していたが、当時一番よく






る。米国のある財団の好意で、昭和 30 年代後半に 2年間家族で米国に留学する機会を与えられ
た。それから 20 年たった昭和 58 年には、今度は専修大学の自前の長期海外留学制度で 1 年間
米国に留学した。それ以来、ほとんど毎年、春と夏の休暇を利用して、主に米国、年によって






門的な立場から知っている（Mori, “comparative study,” Urban Studies, 1998）。 
我が国の金融当局、おそらく大蔵省と日銀の連合は、1991 年秋のバブル崩壊に接し、公定歩
合の引き下げで対応した。1990 年 8 月末の 6.0％から 91 年 7 月に 5.5、11 月には 5.0、1 か月
先の 12 月末には 4.5、翌年 92 年 4月の 3.75 から 1993 年 9 月に 1.75、1995 年 4 月の 1.0 から






















る。退職後安心して生活するために、仮に 3000 万円貯めておきたいとする。20 歳代から 40 歳
代前半までは、結婚・マイホーム・子ども達の教育のために、貯蓄に回す余裕は多くない。40
歳代後半を過ぎると、年功序列制が残る日本の社会では、収入も増え、付き合いの飲食費も企
業につけることが多くなる（同級生たちの観察結果）。定年までの 15-20 年間で 3000 万円残そ
うとすると、預金金利が 6-7％であれば、毎年 100 万円ずつ消費をへずって預金すれば、15 年













推計している。それによると、家計の金融資産は 1990 年末=994 兆円、1994 年末=1188 兆円、
1998 年末=1326 兆円、2006 年末=1556 兆円、2009 年末=1453 兆円で、「失われた 20 年間」で
GDP のちょうど 1 年分相当増加している。2007 年以降の減少は主に株式の評価損によるもの














（2011 年末に日本は 253.1 兆円、中国とドイツはそれぞれ 137.9 兆円と 93.9 兆円、対してイ
タリアは－34.6 兆円、アメリカは－201.3 兆円：図表 10、205 ㌻）であることを挙げている。
















略）、CPI を目標に金融政策を行うことに関して、理論的な問題はないと考えています」p. 177）。 
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